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健康との関連が注目されている地域レベルのソーシャル・キャピタル（ ）指標として，
アンケート調査から測定された指標と，地域の協調行動，投票率，地域特性を表す指標との関
連を検討し，地域レベル に関する基礎的な知見を導出する。
2007年10月から11月にかけて，三重県志摩市に居住する60歳以上の住民20,466人に自記式調

査票を郵送し，12,197票を回収した（回収率59.6％）。 測定のための７つの質問への回答
を26地区ごとに集計し，地域レベルの 指標とした。協調行動として，地域福祉計画づくり
の座談会参加割合および社会福祉協議会へのボランティア登録割合，投票率として衆院選，参
院選，市長選，市議選の投票率，地域特性として人口密度，平均等価所得，高齢化率，居住年
数を地区別に求め， 指標との地域相関分析および多次元尺度構成法による全変数の関連性
の視覚化を行った。
「地域への信頼感」と「地域への愛着」（ｒ＝0.821，ｐ＜0.01），「垂直的組織への参加」と

「近所付き合いの人数」（ｒ＝0.747，ｐ＜0.01）のように，認知的 同士，構造的 同士
には強い正の相関関係が確認されたが，両者の間にはほとんど有意な関係がみられなかった。
協調行動との関連については，座談会参加割合は構造的 ，反対にボランティア登録割合は
認知的 との有意な正の相関を示した。投票率は構造的 とのみ有意な正の相関を示した。
地域レベル は多くの地域特性とも関連しており，人口密度および居住年数10年以下の回答
者の割合とは負の相関関係を示した。
認知的／構造的などの概念上の性質の違いが，測定された地域レベル の地域差としても

確認された。今後の 研究においては，その性質を区分して健康とより深く関連する を
特定すること，さらに，地域特性や個人属性との交互作用についても研究を進める必要性が指
摘された。

ソーシャル・キャピタル，協調行動，投票率，地域特性

Ⅰ

人々の協調行動を促進する信頼や規範意識，
ネットワークを意味する包括的な概念として，
ソーシャル・キャピタル（社会関係資本，以下，
）への注目が高まっている。そのなかで健

康は， の重要性が「最も実証されてきた」1)

とされる分野であり，「 の豊かな地域に暮
らす人々の健康状態は良い」という仮説をめ
ぐって，数多くの実証研究が進められてきた2)。
日本においても，主観的健康感3)-5)や生活機

能6)，自殺7)などを指標とした分析がはじまっ
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質問内容 地域レベルでの集計

地域への信頼感 あなたの地域の人々は，一般的に信用で
きると思いますか

「とても信用できる」「まあ信用できる」「どちらともいえな
い」と回答した人の割合

地域の互酬性 あなたの地域の人々は，多くの場合，他
の人の役に立とうとすると思いますか

「とてもそう思う」「まあそう思う」「どちらともいえない」
と回答した人の割合

地域への愛着 あなたは現在住んでいる地域にどの程度
愛着がありますか

「とても愛着がある」「まあ愛着がある」と回答した人の割合

垂直的組織への参加 志摩市内にある下記のような会・グルー
プに参加する頻度についておうかがいし
ます

「政治関係の団体や会」「業界団体・同業団体」「老人クラブ」
「宗教関係の団体や会」「町内会・自治会」のいずれかに，
「年に数回」以上参加していると回答した人の割合

水平的組織への参加 志摩市内にある下記のような会・グルー
プに参加する頻度についておうかがいし
ます

「ボランティアのグループ」「スポーツ関係のグループやクラ
ブ」「趣味関係のグループ」のいずれかに，「年に数回」以上
参加していると回答した人の割合

近所付き合いの程度 あなたは，地域内のご近所の方とどのよ
うなおつきあいをされていますか
①つきあいの程度

「たがいに相談したり日用品の貸し借りをするなど，生活面
で協力しあっている人もいる」「日常的に立ち話しをする程度
のつきあいは，している」と回答した人の割合

近所付き合いの人数 あなたは，地域内のご近所の方とどのよ
うなおつきあいをされていますか
②つきあっている人の数

「地域のほぼすべての人と面識・交流がある」「地域の半分程
度の人と面識・交流がある」と回答した人の割合
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ている。しかし， には確立された測定方法
が存在するわけではない。とりわけ地域レベル
の に関しては依然として基礎的な知見が不
足しており，認知的な と構造的なものとの
異同，尺度としての信頼性と妥当性の検証や交
絡因子となりうる他の地域特性との関連の検討
が不十分である。
そこで本研究では，第一に，アンケート調査

から測定された地域レベルの 指標において
認知的／構造的といった性質の違いが表れるの
かどうか，第二に，その地域レベルの 指標
が地域の協調行動の活発さと実際に関連してい
るのかどうか，第三に，投票率を の代理変
数として用いることが妥当であるかどうか，そ
して第四に，地域レベル が地域の人口学
的・社会経済的特性とどう関連しているのかを
検討する。以上の分析を通じて地域レベル
に関する基礎的な知見を導出し，今後の研究に
おける課題を提示したい。

Ⅱ

本研究の対象地域は三重県志摩市であり，
2004年の市町村合併により誕生した人口約６万
人の地方都市である。志摩市は地域福祉計画の
圏域として，第一層：市全域，第二層：旧町，
第三層：地区・小学校区，第四層：区・組・班

という４レベルの地区割りを設定している。本
研究ではこのうち，第三層の地区・小学校区
（26地区）を分析単位とする。今回分析対象と
する各地区は，明治期以降の合併前には独立し
た町村であった場合が多く，現在の小学校区に
もほぼ相当する単位となっている。この点で地
域住民の生活圏を反映した地域単位といえる。
なおかつ，これ以上小さい地域をアンケート調
査の集計単位とすると地区ごとのサンプル数が
少なくなること，また投票率その他の統計デー
タが利用可能という意味でも，分析に最も適し
た地域単位と考えられる。

2007年10月から11月にかけて，三重県志摩市
に居住する60歳以上で在宅の全住民を対象とし
た悉皆
しっかい

アンケート調査を実施した。自治体から
自記式調査票を郵送にて配布し，同じく郵送で
回収した。20,466人に調査票を送付し，12,197
票を回収した（回収率59.6％）。このうち，地
区への割り当てが可能であったサンプル（ｎ＝
12,166）を，本研究の分析に用いた。
アンケート調査における 測定のための質

問項目，およびそこから地域レベルの 指標
を作成する手順は， に示すとおりである。
質問項目については， に関する先行研究8)9)

を参考にしながら，公衆衛生学・地域計画学・
地理学の専門家により内容的妥当性を検討して
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平均値 標準偏差 最小値 最大値

地域への信頼感（％）
地域の互酬性（％）
地域への愛着（％）
垂直的組織への参加（％）
水平的組織への参加（％）
近所付き合いの程度（％）
近所付き合いの人数（％）
アンケートの回収率（％）
座談会参加割合（％）
ボランティア登録割合（％）
参議院選投票率（％）
衆議院選投票率（％）
市議選投票率（％）
市長選投票率（％）
高齢化率（％）
人口密度(人/ )
平均等価所得(万円)
居住年数10年以下（％）
居住年数50年以上（％）
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作成した。
このうち，「地域への信頼感」「地域の互酬

性」「地域への愛着」は信頼感や規範意識と
いった認知的な 「垂直的組織への参加」
「水平的組織への参加」「近所付き合いの程度」
「近所付き合いの人数」は組織への参加や人と
の付き合いといった構造的な とみなしうる
項目である。本調査では特に，対象者の年齢層
および分析単位を考慮して，居住地域に対する
意識や行動を問うために，すべての質問に「地
域」「近所」「志摩市」という語を含めた。また，
調査票の回収率も一種の 指標として分析に
用いた。

地域レベルでの協調行動の活発さを表す指標
としては，地域福祉計画の策定過程で実施され
た各地区での座談会への参加者の割合「座談会
参加割合」と，社会福祉協議会の登録ボラン
ティア団体への参加者の割合「ボランティア登
録割合」を指標として用いる。これらは地区に
よる条件的な差がなく，実際の協調的な行動を
示すデータとして利用可能な数少ないものであ
る。両者を比べると，前者は行政の呼び掛けに
対する反応であることから垂直的あるいは連結
型，後者はより自発的・水平的な性質を反映し
たものとみなしうる。

一概に投票率といっても，選挙の種類によっ
て投票行動が変わることは容易に想像され，ま
た 論の観点からみても，国政選挙と地方選
挙では投票率の持つ意味も異なるものと考えら
れる。そこで本研究では，衆議院選挙（2005
年），参議院選挙（2007年），市議会議員選挙
（2005年），市長選挙（2004年）の４つの投票
率を指標として用いる。ここでは，有権者数と
投票者数のデータを，第三層の26地区に集計し，
各地区の投票率を算出した。

地域特性としては，地域の と関係の深い

と考えられる都市化と住民の移動性を指標とし
て取り上げる。都市化の指標としては，小地域
分析に利用可能なものとして人口密度を用いる。
また移動性については，アンケート調査におけ
る居住年数「10年以下」および「50年以上」の
回答者の割合を計算し，指標とした。あわせて，
地域の経済的豊かさを表す指標として回答者の
「平均等価所得」を，また人口構成上の特性と
して「高齢化率」を算出し，地域特性を示す指
標として分析に用いる。
人口総数および65歳以上人口については「住
民基本台帳」から，アンケート調査実施と同時
期の2007年９月30日時点のデータを用いた。地
区別の人口密度算出に必要な面積については，
「国勢調査町丁・字等別集計」の地図（境域）
データを利用した。

各変数の記述統計量は に示すとおりであ
る。これらのデータを用いて，調査票から測定
された 変数間の関連，協調行動との関連，
投票率との関連，そしてその他の地域特性との
関連を，地域相関分析により検討する。さらに，
多次元尺度構成法（ ）を用いて，それら
の全体的な関係を視覚的に把握することを試み
る。
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地域への
信頼感

地域の
互酬性

地域への
愛着

垂直的組織
への参加

水平的組織
への参加

近所付き合
いの程度

近所付き合
いの人数

アンケート
の回収率

地域への信頼感
地域の互酬性
地域への愛着
垂直的組織への参加
水平的組織への参加
近所付き合いの程度
近所付き合いの人数
アンケートの回収率
座談会参加割合
ボランティア登録割合
参議院選投票率
衆議院選投票率
市議選投票率
市長選投票率
高齢化率
人口密度
平均等価所得
居住年数10年以下
居住年数50年以上

注 ＊＊ｐ＜0.01，＊ｐ＜0.05
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分析には， 12.0 を用い，
統計学的な有意水準は５％とした。

Ⅲ

は， 指標間および 指標と協調行
動，投票率，地域特性との相関係数を示したも
のである。まず， 指標間の多くには正の相
関関係がみられ，特に「地域への信頼感」と
「地域への愛着」（ｒ＝0.821，ｐ＜0.01），「垂
直的組織への参加」と「近所付き合いの人数」
（ｒ＝0.747，ｐ＜0.01），「近所付き合いの程
度」と「近所付き合いの人数」（ｒ＝0.857，ｐ
＜0.01）の間には，高い相関係数が確認された。
全体的には，認知的 の３変数間，構造的
の４変数間には多くの正の相関関係がみら

れた。逆に，認知的 と構造的 の間には，
「地域の互酬性」と「近所付き合いの程度」
（ｒ＝0.396，ｐ＜0.05），および「近所付き合
いの人数」（ｒ＝0.399，ｐ＜0.05）との間に弱
い相関関係がみられるものの，それ以外に有意
な関係はみられなかった。
アンケートの回収率は，「垂直的組織への参

加」（ｒ＝0.415，ｐ＜0.05），「水平的組織への

参加」（ｒ＝0.548，ｐ＜0.01）および「近所付
き合いの程度」（ｒ＝0.415，ｐ＜0.05）との有
意な正の相関を示しており，構造的 との類
似性が認められた。

地域の協調行動を示す２つの変数との関連で
は，座談会参加割合は「垂直的組織への参加」
（ｒ＝0.448，ｐ＜0.05），「近所付き合いの程
度」（ｒ＝0.495，ｐ＜0.05），「近所付き合いの
人数」（ｒ＝0.459，ｐ＜0.05）という構造的
，反対にボランティア登録割合は「地域へ

の信頼感」（ｒ＝0.405，ｐ＜0.05）および「地
域への愛着」（ｒ＝0.415，ｐ＜0.05）という認
知的 との有意な正の相関を示した。

４つの選挙の投票率と 変数との相関係数
からは，いずれの投票率においても，構造的
との正の相関がみられた。特に，「垂直的

組織への参加」「近所付き合いの人数」「近所付
き合いの程度」は，４つの投票率すべてと有意
な正の相関関係（ｒ＝0.4～0.7）にあった。
「水平的組織への参加」と，アンケートの回収
率については，国政選挙の投票率とのみ有意な
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相関を示した。一方で，認知的 との間には，
いずれの投票率をみても相関関係は確認されな
かった。

５つの地域特性と 指標との相関係数につ
いて，人口密度との関連では，組織参加および
回収率との有意な負の相関がみられた。高齢化
率は認知的 である「地域への信頼感」
（ｒ＝－0.643，ｐ＜0.01）および「地域への
愛着」（ｒ＝－0.439，ｐ＜0.05）と負の相関を
示し，逆に構造的 の「近所付き合いの程
度」（ｒ＝0.408，ｐ＜0.05）とは正の相関を示
した。地区の経済的豊かさを表す平均等価所得
は，いずれの 指標との間においても無相関
であった。また，居住年数10年以下の住民の割
合は，多くの 指標と有意な負の相関関係を
示しており，逆に居住年数50年以上の住民の割
合は，正の相関関係にあった。

は，これまで分析に用いた変数間の全体
的な関連性から，主要な次元を抽出し，その中
での個々の変数の位置づけを視覚的に把握する
ために，多次元尺度構成法を用いてすべての変
数を布置したものである。

では，国政選挙の投票率と「垂直的組織
への参加」，アンケートの回収率が近い位置に
あり，また地方選挙の投票率と近所付き合いに
関する 指標が近くに布置された。他方で，
認知的 の３変数の位置はやや分散していた。
認知的 はすべて図の右側，構造的 は

左側に位置していることから，得られた次元１
（横軸）は， 指標に関しては認知的（右），
構造的（左）に関する次元と判断できる。また，
同じ組織参加でも「水平的組織への参加」がや
や右寄りにあり，また座談会参加割合よりもボ
ランティア登録割合が右に位置していることか
ら，右側のほうがより自発的・水平的な性質を
示しているとも考えられる。
次元２（縦軸）は，図の上側に居住年数10年

以下，下側に50年以上が位置しており，地域特

性については居住年数を指標とした移動性に関
する次元といえる。また，地方選挙（下）と国
政選挙（上），近所付き合い（下）と志摩市内
の組織への参加（上）が区分して位置づけられ
ていることから，地域スケールの違いを示すも
のと読み取れる。これは結束型，橋渡し型とも
類似性をもつ次元といえなくもないが，今回の
アンケート調査ではあらかじめ質問を狭い地域
範囲に限定したこともあり，この点は明瞭には
確認されなかった。

Ⅳ

には，認知的と構造的，結束型と橋渡し
型など様々な性質が区分されている。しかし，
こうした概念上の区分が，実際に測定された地
域レベルの にどう表れるのかはこれまで定
かではなかった。本研究の分析結果から，認知
的 と構造的 の間には明瞭な相関はみら
れず，両者では異なる地理的分布を示すことが
確認された。
したがって，地域レベル を実証分析に用

いる場合にも，認知的，構造的という性質の違
いを区分することには一定の妥当性があるとい
える。今後の地域レベル を用いた分析にお
いては， の性質を考慮した分析枠組みの設
定や，変数を合成する際の慎重な検討が必要で
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あるといえる。

信頼感や近所付き合いの程度が，協調行動と
実際にどの程度関連しているのかについても，
明らかな知見があるわけではない。というのも，
先行研究では， を説明変数，何らかのパ
フォーマンスを被説明変数とした統計分析が主
流であり，その作用経路として介在するはずの
協調行動は分析上看過されてきたためである。
この意味で，ここで取り上げた座談会参加割合
とボランティア登録割合は，アンケート調査に
より測定された 指標の基準関連妥当性を示
すものと考えることもできる。
分析の結果，両者はそれぞれ構造的 ，認

知的 との有意な相関を示したことから，ア
ンケート調査から測定された 指標の妥当性
を示すとともに， の性質によって関連する
協調行動も異なることが示唆された。座談会へ
の参加は，行政の呼び掛けに応える連結型 ，
ボランティア登録はより自発性の高い水平的
が強く関連しているものと考えられ，

はこうした概念上の違いをある程度適切に反映
しているものといえる。

小地域レベルでの分析においては，県民性調
査や内閣府8)のような意識調査データの入手が
困難であり，なおさら簡便な 把握のための
指標が求められる。そのため分析可能な代理変
数として，投票率は有力な候補となる。消極的
な意味では，適切な 指標が得られない場合
の代理であるが，アンケート調査には回答者の
偏りの問題が付きまとうため，投票率のような
住民全体の特性を反映したデータには，積極的
に評価すべき点もある。
こうした点を踏まえ，本研究では投票率をア

ンケート調査から測定された 指標と比較す
ることで，代理変数としての妥当性を検討した。
これまでにも海外では，垂直的あるいは連結型
の代理変数として，投票率が利用されてき

た10)-12)。また日本でも，投票率を社会参加意識

として健診受診率との関連を分析したもの13)も
ある。分析結果からは，日本の小地域レベルに
おいても，投票率を構造的 の代理変数とし
て用いることに，一定の妥当性が示されたとい
える。今後は，他地域での再現性を検証すると
ともに，同変数を健康との関連の分析に用いた
場合の有効性についても検討する必要がある。

従来の研究では主に の「効果」に目を向
けてきたが，いかなる地域環境によって の
豊かさや乏しさが規定されているのかについて
も，考慮していくべきである。 への介入可
能性を考える上でも，この点は無視できないも
のと考えられる。
こうした問題意識から，本研究では５つの居
住環境上の地域特性と 指標との相関関係を
分析した。結果として， 変数は地域の諸特
性と関連しており，人口密度を指標とした都市
化や，居住年数を指標とした地域住民の移動性
に関して，強い関連がみられた。もちろん，今
回の結果は一地方都市を対象としたものであり，
都市的地域や移動性の高い地域では が低い
と直ちに結論することはできない。しかし，地
域レベル を扱う際に，こうした地域特性を
看過しえないことが示されたといえる。

本研究から示されたように，地域レベル
には様々な性質もあれば，それらが地域特性と
も相互に関連している。しかし，これまでの研
究では，こうした の多面性や地域性を捨象
して，健康と の関連についての一面を切り
取ることで，一般的・全体的な議論を展開して
きたといえる。
本研究が今後の研究に示唆することは，

の諸側面の性質の違いを踏まえた調査・分析を
進める必要性である。海外ではすでに，結束型
と橋渡し型 の両方を測定し，健康との

関連を分析した研究もある14)。 を万能薬と
みなすのではなく，健康増進とより深く関連す
る の下位概念を特定するという，目的限定
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性15)を踏まえた実証分析が求められる。さらに，
地域特性や個人属性との交互作用についても注
目する必要がある。どこでも，また誰にも等し
く の「恩恵」があるとは限らず，この点が
論に対する主要な批判点にもなっているか

らである。
本研究は，日本国内の非大都市圏の一自治体，

高齢者のみの調査という点に限界がある。条件
の異なる他地域，および他の年齢層における再
現性の検証が求められる。

アンケート調査およびその他の資料収集に際
して多大なご協力を頂きました志摩市の関係者
の皆さまに深謝いたします。
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